
5. 廃棄物海面処分場の建設・管理技術 
 

我が国における廃棄物の現状をみると，平成 14 年度の一般廃棄物の総排出量は，5,161 万トン，産業

廃棄物の総排出量は約４億 1200 万トンで，いずれも概ね減少傾向が続いているものの，依然として膨大

な排出量となっている． 
廃棄物対策としてはゼロ・エミッションを目指し，Reduce（減量），Reuse（再利用），Recycle（再

生利用）の 3 つの R が基本である．しかしながらこれらの施策を鋭意進めたとしても，依然として大量

の廃棄物が発生し，これを適切に処分しなければならない．最終処分量も減少傾向にあるものの，平成

15 年度には，一般廃棄物については総排出量の約 16%に当たる 845 万トンが，産業廃棄物については，

総排出量の約 7%に当たる 3,044 万トンが最終処分されている． 
平成 15 年度末現在，一般廃棄物最終処分場の残余容量は，1 億 3708 万m3であり，残余年数は，全国

平均で 13.2 年分である．一方，産業廃棄物最終処分場の残余容量は，同じく平成 15 年度末現在で全国

で 1 億 8414 万m3，6.1 年分と依然として極めて厳しい状況にあり，特に大都市圏で逼迫している．この

ように，最終処分場を安定的に確保していくことが大きな課題となっている．とりわけ，内陸部での最

終処分場の立地がますます困難となっているため，海面処分場の新たな整備への要請が高くなっている． 
上述の社会的要請を踏まえ，本研究課題では，廃棄物海面処分場の信頼性・安全性を向上させるため

に遮水性能の評価手法の構築，極大地震動を考慮した設計法の開発，立地のための社会的受容性の分析

を行う． 
 
5.1 極大地震動を考慮した管理型廃棄物埋立護岸遮水構造の性能設計に関する研究 

5.1.1 研究の概要 

管理型廃棄物埋立護岸に要求される

性能は，常時・異常時（地震動作用時等

を問わず護岸内部の管理型廃棄物を安

定的に保管し，護岸内部の廃棄物や保有

水等を護岸外部の海域に流出させない

(遮水機能)ことである．ここで，従来の

港湾構造物はレベル1およびレベル2地
震動に対する耐震設計がなされており

レベル1地震動については変形を許容せ

ず，レベル2地震動については許容変形

量が規定されている．これに対し，管理

型廃棄物埋立護岸の耐震設計法は原則

として上述の設計法に準拠したものと

なっているが，護岸変形が遮水機能に及

ぼす影響について十分な検討がなされていないため，護岸の許容変形量の明確な設定は困難である．こ

のため，現時点ではレベル2地震動に対して許容変形量を考慮した設計法を適用できない．したがって，

極大地震動作用時における管理型廃棄物埋立護岸の耐震設計法を確立するためには，護岸変形にともな

う遮水機能の健全性およびその評価手法を整備し，体系化する必要がある． 
本研究

）

，

では，管理型廃棄物埋立護岸が極大地震動により被災変形した際に，護岸変形が遮水機能に及

ぼ

は大きく以下の項目に大別される． 

図-10 極大地震動による廃棄物護岸被災のイメージ 
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す影響について，数値解析および模型実験により検討し，その結果を踏まえて遮水機能の地震時健全

性の評価・検討手法を開発する．以上の検討結果から，極大地震動に対応した管理型廃棄物埋立護岸の

耐震要求性能を明確に規定し，極大地震動に耐えることができる管理型廃棄物埋立護岸の遮水機能の検

討・提案を行う． 
具体的な実施内容

①遮水シート・不織布の物理的特性の把握 
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②極大地震動の作用による管理型廃棄物埋立
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図-11 水圧膨張実験の天頂部における応力ひずみ

護岸の変動特性に関する模型実験 

」は，土木シート技術協会との共同研究によ

り

.1.2 研究の成果 

布の物理的特性の把握 
 

盤への変形追随性を現地実験によって評価した． 
 b

性，応力緩和傾向を室内実験および数学モデ

ル

ート・不織布の突き破り特性 

入

がり性能 
水圧膨張試験を行い，

折
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③極大地震動を考慮した管理型廃棄物埋立護岸の性能設計手法の開発 
④管理型廃棄物埋立護岸遮水工健全性評価手法の開発 
このうち，「①遮水シート・不織布の物理的特性の把握

実施した．「④管理型廃棄物埋立護岸遮水工の健全性評価手法」は，当初の研究計画にはなかった項

目であるが，検討を進める過程で，通常想定される地盤及び構造物の変形レベルでは遮水シートは破断

せず，局所的な突き刺し等により破損すると考えるべきであることが明らかになったことにより，検討

項目として追加した．本研究項目は民間企業４グループとの共同研究（共同研究課題名：管理型廃棄物

埋立護岸の遮水シートを用いた遮水工の健全性評価手法に関する研究）により研究開発を進めた． 
 
5

(1) 遮水シート・不織

 a) 遮水シートの耐久性に関する現地実証試験

発破による人工地震動作用時の遮水シートの地

) 単軸引張り強度の温度依存性・速度依存性 
PVC シートの単軸引張変形の温度依存性，引張速度依存

によって検討した． 
 c) 突起物による遮水シ

ステンレス製コーン，裏込石を用いた PVC シートの貫

試験・耐圧試験を行い，遮水シートの破断プロセスを

検討した．また，さまざまな種類の不織布に対して大き

さの異なる貫入棒を用いた貫入試験を行い，不織布の破

断時特性を評価した． 
 d) 遮水シートの折れ曲

折り曲げたシート供試体を用いた

れ曲がりの有無が材質の強度に及ぼす影響を評価した

（写真-3）． 
 e) 遮水シート

写真-3 水圧膨張試験によるシートの破断 

接合部を有する各種遮水シートおよび

用いた水圧膨張試験を行い，接合の有無が材質の

強度に及ぼす影響を評価した． 
 f) 遮水シートの多軸引張変形特

ギー密度関数を用いた破水シートの変形共同評価 
 PVC シートの一軸拘束引二軸引張試験，均等二軸

引張試験を行い，この結果に基づいてひずみエネル

ギー密度関数（W 関数）を用いた導入により多軸変

形時の応力－ひずみ曲線を推定した．この応力－ひ

ずみ曲線は，図-11 に示すように水圧膨張試験結果

も良好に再現できた．本手法は，遮水シートの様々

な変形挙動を統一的に評価することができ，遮水工

の設計を行う上で有効であると考えられる． 
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(2) 極大地震動の作用による管理型廃棄物埋立護岸の変動特性に関する模型実験 
地震動等の外力作用により管理型廃棄物埋立護岸に変形が生じた場合に遮水シートが受ける変形損傷

メカニズムを把握するため模型実験を行った． 
護岸にみたてた鉄板に油圧ジャッキで強制変位を与え，その背後の裏込石，遮水シートの挙動・破壊

メカニズムの把握，遮水シートの護岸変形への追随性向上に主眼を置いた実スケールの静的載荷実験と

地震動作用時における遮水シートの動的変形特性を把握するための模型振動実験の２種類の実験を行っ

た．  
 

 a) 護岸の動的挙動に関する模型振動実験 
模型振動実験は，大型水中振動台を用いて行われた（写真-4）．入力加振波には通常港湾施設の設計

に用いられる地震波及び極大地震動を想定した継続時間が長く，長周期成分を多く含む模擬波を使用し

た．加振後，護岸は海側に移動，沈下し，遮水シートにも変形が生じた．本実験により，以下のとおり

地震時のケーソンおよび地盤の変形と遮水シートの変形挙動との関係が定性的に明らかになった． 
①模型振動実験の結果，加振中に遮水シートに発

生するひずみは場所によって異なり，振動に伴

う最大ひずみは裏込法肩から法面上部におい

て発生した．また，これらの箇所のひずみの時

刻歴はケーソン上端の水平変位の時刻歴と相

関性が高いことがわかった． 

写真-4 大型水中振動台による動的載荷実験 

②模型振動実験における加振後の遮水シートの残

留ひずみは，裏込法肩から法面上部において顕

著だった．目視による観察の結果，遮水シート

は地盤と一体となって変形したこと，および背

後地盤のターゲット移動量の計測結果から，遮

水シートの残留ひずみ分布は背後地盤の変形に

追随した結果であることが明らかになった． 
 
 b) 遮水シートの地盤追随性に関する静的載荷実験 

静的載荷実験では実スケールの地盤模型

を作成し，ケーソンに見たてた鋼板に油圧ジ

ャッキで静的に変位を与えた時の背後地盤

の挙動，並びに地盤中に敷設された二重遮水

シートの挙動を検討した（図-12）． 
 
①静的載荷実験において鋼板が変位した

結果，背後地盤は大きく変形・崩壊し

それに伴い二重遮水シートにも変形が

生じた．その際，2 枚の遮水シートに発

生したひずみがほぼ等しかったことか

ら，2 枚の遮水シートは一体となって変形したことがわかった． 
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図-12 静的載荷実験のイメージ 

，

②静的載荷実験において，二重遮水シートの地盤への追随性は天端の固定条件によって変化し，地盤

に追随して変形した場合，約 90 cm の鋼板変位に対して遮水シートには局所的に最大約 60 %のひず

みが発生したが，シートは破断しなかった．これにより，地盤の変形時の二重遮水シートの健全性

が確認された． 
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 c) 遮水シートの地盤変形への追随性 

図-13 地盤と遮水シートの変形 
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地震時において，遮水シートの天端端部をケー

ソン等の護岸構造物から切り離し，固定端を裏込

天端上に設置することにより，遮水シートの地盤

への追随性が損なわれないことが明らかになった

(図-13 参照)． 
 

(3) 管理型廃棄物埋立護岸遮水工健全性評価手法

の開発 
地震時の遮水シートの挙動は地盤の変形に追随

して地盤と同程度の変形を起こすと想定できる．

地盤と遮水シートは物性が全く異なっており，遮

水シートは，地震時の地盤変形レベル

の変形で破断しない．遮水工が健全で

あれば，護岸本体だけの補修・復旧で

本来の機能が回復できる．このため，

民間企業 4グループと共同研究で遮水

シートの変形又は損傷を電気的に検

知あるいは光ファイバーを用いて検

知する技術について要素実験を行い，

検知性能の確認等を行った(表-10 参

照)． 

共同研究者（国総研以外） 技術開発内容 

五洋建設，坂田電気* 
印加電極からの電流測定による遮水シートの破損

検知技術の開発 

東亜建設工業，東急建設，エヌティ

ティインフラネット，太陽工業 

フレネル反射型光ファイバを用いた廃棄物処分場

の漏水位置検知方法と遮水構造の開発 

東洋建設 
変光ファイバーを利用した遮水シートの健全性モ

ニタリングシステムの開発 

若築建設，大林組，太洋興業，東ソ

ー・ニッケミ 

電気検知方式を用いた袋状二重遮水シートの健全

性評価方法の開発 

 

表-10 共同研究の概要 

図-14 に電気的検知の原理の一例を

示す．図-15 は，光ファイバーを用い

た検知システムの概念図である． 

図-14 電気的検知システムの原理 
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水面 印加電極

ガード電極
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＜遮水シートが破損しているとき＞ 

図-15 光ファイバーを用いた検知システムの概念 
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(4) 極大地震動を考慮した管理型廃棄物埋立護岸の性能設計手法の開発 
護岸の動的挙動に関する模型振動実験・遮水シートの地盤追随性に関する静的載荷実験の結果，非線

形動的解析等に基づいて設計手法の検討を行った． 
管理型廃棄物護岸に要求される性能は，護岸内部の廃棄物・保有水等を護岸外部の海域に流出させな

いことである．極大地震動による被災を受けた場合，地盤・構造物は大きく変形する．一方，遮水シー

トは地盤の変形に追随し，その変形は破断するレベル以下である．これより，非線形動的解析により地

盤・構造物の変形を確認し(図-16 参照)，遮水シートの変形が弾性的な挙動を示す範囲であれば，シート

の健全性は維持されるとする考え方に基づいた設計法を検討・整理した（図-17 参照）． 
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図-16 重力式廃棄物埋立護岸の地震時変形 
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図-17 極大地震動を考慮した廃棄物護岸設計法の概要 
 

5.1.3 施策への反映 

本研究で得られた知見は，国総研が委員として環境省が設置した委員会に参画し，検討した以下の制

度改正に反映された． 
①廃棄物最終処分場跡地形質変更にかかる政省令の制定及び基準策定 

平成 16 年に廃棄物処理法が改正され，廃棄物が地中にある土地（最終処分場跡地等）で形質変更が

行われることにより，生活環境保全上の支障が生じるおそれがある区域を都道府県知事が指定し，

指定区域内での形質変更は施行方法の基準に従い実施することと都道府県知事への届出が義務づけ

られた．国総研では同制度の施行に関連する政令，省令の制定及び施行に当たってのガイドライン

の策定に参画し，海面廃棄物処分場設計手法等に関する研究成果がこれらに反映された．同制度は

平成 17 年 4 月から施行された． 
②海面最終処分場閉鎖･廃止基準適用マニュアル(案)の策定 

現在，廃棄物の最終処分場の閉鎖・廃止等の基準は，廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づき

「一般廃棄物の最終処分場及び産業廃棄物の最終処分場に係る技術上の基準を定める省令」により

規定されている．ところが，海面最終処分場における閉鎖・廃止の適用の仕方について，各処分場

で異なる考え方が見受けられることなど，このままでは閉鎖・廃止後に周辺生活環境等への支障の

恐れも危惧されている．すなわち各処分場における閉鎖・廃止の適用状況の実態を把握した上で，

それらの考え方を示す必要が出てきた．このため．最終処分場における閉鎖・廃止の考え方を整理

し，早期廃止に向けた構造要件，具体的には，海面最終処分場における維持管理の考え方，閉鎖の

考え方，廃止の考え方を早期廃止の観点からとりまとめたマニュアル案が策定された．現在，本マ

ニュアルの施行について環境省と国土交通省で調整が進められている． 
また，研究成果は，現在改訂作業が進められている「管理型廃棄物埋立護岸の設計・施工・管理マニ
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ュアル（旧運輸省港湾局監修）」の改訂（平成19年に発行予定）に反映させる予定である． 
これにより，極大地震動に対応した管理型廃棄物埋立護岸の耐震要求性能を明確に規定することで，

極大地震動を考慮した管理型廃棄物埋立護岸遮水構造設計の高度化が可能となり，海面廃棄物処分場の

安全性・信頼性の向上，ひいては沿岸域の環境保全，循環型社会形成の促進を支援することに資すると

期待される． 
 

5.1.4 今後の課題 

極大地震動を考慮した廃棄物埋立護岸の設計については，遮水シートを用いた遮水工を有する施設の

設計手法を提案できた．この手法は，構造全体の動的挙動を解析し，設計を行うものである．一方，遮

水シートの損傷は突き刺し等の局所的な現象によって発生すると考えられる．このため，設計時点で耐

震性を考慮するとともに，地震時などの大規模変形時や定常的な地盤沈下による遮水機能への影響をモ

ニタリングし，健全性を評価する手法の開発が必要である． 
本研究の一環として実施した遮水工健全性評価手法の開発では検知手法に関する要素的な実験により

計測原理の妥当性等が実証されたが，実用化に向けては，耐久性の検証，計測機器も含めたシステム設

計，施工方法等の検討が必要であり，実海域等における実証実験により実用化に向けた検討を進める必

要がある． 
遮水工の補修・修復技術も今後の課題である．これらの損傷検知技術，補修・修復技術の開発に当た

っては，廃棄物海面処分場及びその周辺における有害物質の挙動予測や環境リスク評価も考慮した手法

の検討が必要である． 
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55) 狩野真吾，近藤三樹郎，小田勝也：ひずみエネルギー密度関数を用いた遮水シートの二軸引張変形挙

動の検討，第17回廃棄物学会研究発表会講演論文集，pp947-949，2006． 
56) 吉田誠，小田勝也，狩野真吾，三藤正明，秋本哲平：大型土槽を用いた遮水シートの引き抜き実験，

第17回廃棄物学会研究発表会講演論文集，pp950-952，2006． 
57) 近藤三樹郎，狩野真吾，増渕光亮，岩井勉，竹内克昌：保護マットの貫入抵抗性能とその保護性能に

ついての考察，第17回廃棄物学会研究発表会講演論文集，pp953-955，2006． 
58) 小田勝也：海面廃棄物最終処分場における遮水シートの変形・破損検知技術の開発，第４回環境研究

機関連絡会成果発表会概要集，pp4-5，2006． 
59) 小田勝也，吉田誠，狩野真吾，三藤正明，秋本哲平：遮水シートの摩擦特性に関する数値解析，ジ

オシンセティックス論文集，Vol.21，pp255-262，2006． 
60) 狩野真吾，小田勝也，近藤三樹郎：ひずみエネルギー密度関数を用いた遮水シートの二軸引張変形挙

動評価，ジオシンセティックス論文集，Vol.21，pp263-270, 2006． 
61) 小田勝也，小竹望，佐藤毅，岩井勉，山浦剛俊，根岸聖司，佐藤毅：海面処分場の遮水シートに生

じる大ひずみ計測を目的とした光ファイバー余長センサの開発，ジオシンセティックス論文集，

Vol.21，pp297-302, 2006． 
 
 
(2) 国総研資料 
62) 狩野真吾，諸星一信，小田勝也，近藤三樹郎：廃棄物海面処分場遮水工に用いられる遮水材の変形

強度特性，国土技術政策総合研究所資料，No.124，2003． 
63) 狩野真吾，諸星一信，小田勝也：廃棄物海面処分場遮水シートの突き破り抵抗に関する研究，国土

技術政策総合研究所資料，No.142，2004． 
64) 狩野真吾，小田勝也，近藤三樹郎：水圧膨張実験における遮水シート・不織布の変形強 度特性に

関する研究，国土技術政策総合研究所資料，No.213，2005． 
65) 狩野真吾，小田勝也：遮水シートを用いた遮水工を有する管理型廃棄物埋立護岸の地震時挙動に関

する実験的研究，国土技術政策総合研究所資料，No.256，2005． 
66) 狩野真吾，小田勝也，近藤三樹郎：ひずみエネルギー関数を用いた管理型廃棄物埋立護岸遮水シー

トの変形共同評価，国土技術政策総合研究所資料，No.307，2006． 
 
○その他，極大地震動を考慮した廃棄物埋立護岸の設計手法，遮水シートの変形・破損検知技術の開発

等について国土技術政策総合研究所資料としてとりまとめる予定． 
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5.2 管理型廃棄物海面処分場の信頼性向上技術の開発 

5.2.1 研究の概要 

今後，廃棄物海面処分の要請に適切に対応していくためには，安定型や遮断型に比較して環境インパ

クトが大きい管理型廃棄物海面処分場埋立護岸（以下，「埋立護岸」という．）の信頼性向上を図るた

めの技術の体系化が不可欠である．このため，本研究は，管理型廃棄物海面処分場の埋立護岸の遮水性

能評価手法の高度化を図るため，保有水の浸出を予測評価する手法を確立するとともに，信頼性の高い

遮水構造の提案，海面処分場の維持管理手法の高度化を目標とする． 
(1) 遮水性能の評価手法の高度化 

遮水性能の評価手法の高度化を目指し，その保有水の浸出状況を明らかにするための計算手法を確立

することを目的としている．埋立護岸の遮水性能が問題となるのは，処分場内の廃棄物と海水が混じり

合った保有水の浸出が，処分場周辺の海域の水質汚染を招くおそれがある場合である．保有水が外海へ

と浸出する過程は，地下水の浸透のみではなく，移流と分散の現象を伴うので，シミュレーションを行

う場合には，このような現象を正確に再現できるモデルを用いなければならない．その際に，海面処分

場については陸上のそれと異なり，潮汐の影響を考慮することが必要であり，また埋立護岸は，海底地

盤，捨石，鋼材，化学繊維といった複合的な構造で築造されており，これも忠実に表す必要がある．こ

のような複雑な現象を数値計算で再現するために，安定性や収束性の問題を解決し，効率的に計算する

ための方法が，オイラリアン・ラグランジュアン有限要素法(Eulerian/Lagrangean Finite Element Method) 
として知られている．具体的な数値計算のための解析コードとしては，これを我が国の大学や企業の研

究者が更に発展させた「Dtransu-2D･EL」  がある．浸透・移流分散解析を行う意義は，遮水工の長期安

定性を確保する観点から①埋立護岸の構造体と地盤が，想定した遮水性能を有する場合に，保有水の浸

出時間と浸出流量を知ることと，②埋立護岸の構造体が，何らかの原因によって破損した場合に，保有

水の浸出時間と浸出流量を知ることにある．この研究では，埋立護岸の遮水性能の評価に上述の解析コ

ードを改良を加えたうえで適用し，代表的な埋立護岸の構造断面について外海水位に潮位変動を与えた

場合と，遮水工に損傷を生じた場合の保有水の浸出状況を明らかにした． 
(2) 信頼性の高い遮水構造の提案 

埋立護岸は，軟弱な自然堆積粘土地盤を底面の遮水層（不透水性地層）とし，護岸や陸域に配置され

る側面の遮水工と組み合わせて整備される場合が多い．底面と側面の遮水性を確保するために，不透水

性地層または底面の遮水工と側面の遮水工を組み合わせることになる．このため，埋立護岸施工時や廃

棄物埋立時に護岸周辺に地盤沈下等が発生し，遮水工にもその影響が及ぶことが懸念される．長期的に

遮水性を確保するためには，遮水工が地盤等の変形に追随することにより，遮水性に影響が及ばない構

造とすることが望ましい． 
埋立護岸の遮水工は，波浪や潮位の影響を絶えず受け続ける，また，地震の影響が大きいなどの陸上

処分場にはない厳しい条件下で必要な遮水性能を維持することが求められる．こうした観点から遮水工

が有する機能を整理すると以下のとおりである． 
①基本的な機能として遮水機能と損傷防止機能があげられる． 
②付加的な機能としてフェイルセーフとしてのバックアップ機能・モニタリング機能・修復機能 
本研究では，埋立護岸の遮水工に求められる上記の機能を有する新材料及び新形式遮水構造として変

形追随性遮水材料及びフェイルセーフ機能を有する鋼（管）矢板による鉛直遮水工の開発を行った．技

術開発は，主として独立行政法人港湾空港技術研究所が民間企業等との共同研究により行った． 
(3) 海面処分場の維持管理手法の高度化 

廃棄物埋立護岸は，前述のとおり，廃棄物等の埋立処分と，埋立完了後の土地利用の両方を目的とす

る施設である．この目的を果たすためには，廃棄物最終処分が完了し，処分場廃止後可能な限り早期に

処分場を廃止することが必要である．このための有効な方策が保有水位以上の廃棄物の分解を促進し，

安定化を図ることである．また，土地利用に伴うリスクをコントロールするためは，適切な水位管理や

施設のモニタリングを行うことと併せ早期安定化と安定化した領域をできるだけ大きくすることが望ま

しい．このため，積極的な保有水管理を導入した先行事例の実態把握及び維持管理手法のあり方につい
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て検討した． 
 
5.2.2 研究の成果 

(1) 遮水性能の評価手法の高度化 
 a) 遮水工に損傷を生じた場合の遮水性能の解析 

遮水工に損傷を生じた場合の遮水性能の解析は，2 重シートを用いた遮水工を有する重力式ケーソン

護岸，2 重止水矢板護岸等を対象として行った．ここでは，重力式ケーソン護岸（2 重遮水シート）に関

する解析を示す． 
(ｱ) 重力式ケーソン護岸（2 重遮水シート）の解析モデル 

 

  

  

  

  

  

    

  圧力：一定（管理水位） 圧力：一定   （潮位変動なし） 
   ：正弦関数（潮位変動を考慮） 
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図-18 重力式ケーソン護岸（2 重シート）の境界条件と要素分割 

解析モデルは，構成材料の透水係数，構成材料の大きさ，解析領域内に発生する単位時間あたりの圧

力変化，濃度勾配を考慮して，有限要素のサイズを条件に合わせて変更した．ここでの解析では，すべ

てのケースに同一の有限要素メッシュを用いることが困難であったため，上部堤体のメッシュが粗いも

のと細かいものの 2 種類を用いた． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
境界条件及び要素分割を，図-18 に示す．境界条件は，より現実に近い条件とするため，海底地盤の

左右端を不透水境界とした． 
(ｲ) 解析ケース 

解析は，潮汐変動を考慮した場合と考慮しない場合及び遮水シートの損傷を模擬した遮水シートから

の漏出の程度を①漏出なしの場合，②漏出小の場合，③漏出大の場合の３段階に変えて行った．漏出が

小さい場合の遮水シートの損傷は，2.5 個/ha とし，漏出が大きい場合は，200 個/ha とした．損傷部の大

きさは，通常発見される最大径の損傷として直径 1.0cm とした．解析ではこの損傷割合に基づいて遮水

シートの平均透水係数を計算して用いた．計算時間はいずれも 50 年である． 
(ｳ) 計算結果 
 i) 外海水位に潮位変動を与えた場合 

外海水位を振幅 1.0ｍの正弦曲線（＋2.0ｍ～0.0ｍ）で与え，管理水位 1.5ｍとしたときの保有水の浸

出状況の計算結果を図-19～図-20 に示す．図中の濃度は，護岸内部の濃度を 1.0 であるとした場合の濃

度である．また，護岸内部の濃度は時間経過によらず一定であると仮定した． 

図-19 遮水シートの損傷が少ない（50 年後） 図-20 遮水シートの損傷が多い（50年後）
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ⅱ) 外海の水位を一定とした場合 
外海の水位を一定とした場合の計算結果を図-21～図-22 に示す．外海の水位と計算時間間隔以外の計

算条件は，外海水位に潮位変動を与えた場合と同じである． 
 
 

図-21 遮水シートの損傷が少ない（50 年後） 図-22 遮水シートの損傷が多い（50 年後） 

 
 
 
 
 
 
 
 
以上から明らかなように，外海の水位に潮位変動を与えた場合について，遮水シートに損傷がない場

合と，ある場合の両方について計算することができた． 
ⅲ) 比濃度流量 

廃棄物埋立護岸から漏出する有害物質量を評価するために比濃度流量を用いることとした．これは，

護岸内の濃度を一定値(1.0)であると仮定し，それとの濃度比で流出するフラックスを捉えるものである．

比濃度流量 S の定義は以下のとおりである． 

= Δ∑( )i i iS c v H
                          

ここに，ci：i 番目の要素の平均濃度，vi：i 番目の要素の平均ダルシー流速，ΔHi：i 番目の要素の

鉛直方向の長さ． 
図-23 に外海水位に潮位変動を考慮したケース，図-24 に考慮しないケースの計算結果を示す． 

これより，2 重シートをもつ埋立護岸構造の場合にも，外海水位に潮位変動を与えると，これを一定と

した場合に比較して浸出が抑制されることが分かった．具体的には，遮水シートの損傷が大きい場合に

ついてのみ比濃度流量が増大し，潮位変動を与えた場合は，外海水位を一定とした場合の約半分となる

ことが分かった． 
 

図-24 比濃度流量（外海水位：一定） 図-23 比濃度流量（外海水位：潮位変動）
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 b) 主要な結論 
上記以外の検討結果も含め，本研究の主要な結論を以下に示す． 
①外海水位を一定とした場合には，計算時間を 2 日とすれば，数値計算上の安定性が得られた． 
②外海水位の潮位変動として 12 時間周期の正弦曲線を与えた場合には，計算時間間隔を 1 時間とすれ

ば，数値計算上の安定性が得られた． 
③外海の水位に潮位変動を与えた場合には，これを一定とした場合に比較して，保有水の浸出が抑制

されることが分かった． 
④重力式ケーソン護岸（2 重遮水シート）及び 2 重止水矢板護岸の構造について，外海の水位に潮位

変動を与え，遮水工の損傷を考慮して保有水の浸出量（比濃度流量）を計算することができた． 
⑤捨石堤（透水係数 1.0×10-1cm/s）の背後に止水矢板が打ち込まれた埋立護岸断面について解析を試

みたが，数値安定性が得られなかった．更に，移流による濃度の計算手法の改良などについて検討

する必要がある． 
以上の結論から本研究において提案した，外海数位の変動を考慮した浸透・移流分散解析手法は，こ

れまでに提案されている解析手法に比べ，より実態に近い状態を再現できていると考えられ，管理型廃

棄物海面処分場の信頼性を検討する上で有効な手法であると考えられる． 
(2) 信頼性の高い遮水構造の提案 
 a) 変形追随性遮水材の開発 

多くの管理型廃棄物埋立護岸は，海底に堆積した粘土層を底面遮水として利用している．遮水性の高

い粘性土地盤上に建設されることは，周辺環境への影響を押さえることが可能であり，底面全体にわた

る遮水工を設ける必要がない反面，地盤沈下等による地盤変形が大きいという問題を持っている．この

ため，護岸の遮水機能には十分な変形追随性が要求される．港湾空港技術研究所を中心として浚渫粘土

を主原料とし，これにベントナイトを添加して遮水性を向上させた変形追随性遮水材の開発を行った．

この新材料は，粘土地盤の変形に対して追随性を有するとともに，自然材料を用いることにより劣化し

ないという特性を有している．性能確認に実験により変形追随性遮水材は，底面遮水と側面遮水の両者

に対して適用可能であるとの結論を得た． 
 b) 鋼矢板・鋼管矢板による鉛直遮水工の開発 

独法港湾空港技術研究所は民間企業等と共同で，鋼矢板・鋼管矢板継手部の遮水性能をさらに高め，

より信頼性の高い廃棄物埋立護岸を実現するために開発された表–11 に示す 7 種類の工法について，そ

の施工性や遮水性能を確認するために，実海域において長期実証実験(写真-5，写真-6)を行っている．

なお，表中，粘土系遮水材とされているのは，上記 a)の変形追随性遮水材である． 
その結果によると，実験した全ての工法で，換算透水係数 10–7cm/s以下を実現でき，「一般廃棄物の

最終処分場及び産業廃棄物の最終処分場に係る技術上の基準を定める命令」で規定されている側面遮水

の遮水性の基準（壁厚 50cm，透水係数k≦1.0×10-6cm/s）よりワンオーダー低い遮水性能を有している

ことが確認された． 
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表–11 鋼（管）矢板による鉛直遮水工実証実験を実施した工法 
記 号 遮  水  工  の  説  明 

1 継手部に膨潤性遮水材を塗布した遮水矢板 

2 ポケット付継手を有する遮水矢板（膨潤性ゴムを事前挿入） 

2' ポケット付継手を有する遮水矢板（一方のポケットは膨潤性ゴム，他方はシリコーン樹脂を注入）

3 継手部を溶接した二重遮水矢板 

4 ゴム板付き継手にモルタルを充填した鋼管矢板遮水壁 

5 アスファルト事前充填鋼管矢板継手を用いた鋼管矢板遮水壁 

6 継手部に粘土系遮水材を充填した鋼管矢板遮水壁 

7 継手部に粘土系遮水材を充填したH鋼矢板壁 

注）「渡部要一，山田耕一，吉野久能，柿本龍二，鳥崎肇一，沖 健，喜田 浩：鋼（管）矢板による管理型廃棄物埋立護岸の

鉛直遮水工に関する実証実験，第 6 回地盤環境シンポジウム，2005」を改変 

 
 
また，水張り試験を行うための狭い空間を設

けた構造物になっていることから，万一漏水が

生じたときにも漏水箇所を特定することがで

き，かつ，補修が可能であった．このことから，

継手を二重にして空間を設けることは，遮水の

信頼性を高めると同時に，施工後の遮水性能の

検査（漏水検査）が可能になること，遮水性能

が不合格となる不良箇所が発見された場合に

も補修ができること，さらには将来においても

漏水検査が継続的に可能であること（遮水性能

のモニタリング）等のメリットを有していると

考えられる．さらに，一部のタイプについては

強制変位を与えて，遮水性の変化を調査した．そ

の結果，鋼矢板（最大 42～56 ㎜程度の強制変位），

鋼管矢板（最大 125 ㎜程度の繰り返し強制変位）

とも強制変位を与えた後も遮水性能は変化がなく，

一定値を保つことが確認された． 

遮水工１～６の実験用構造物
遮水工７の実験用構造物

遮水工１～６の実験用構造物
遮水工７の実験用構造物

写真-5 各種の新形式遮水工の現地実証実験

外観(港湾空港技術研究所提供を改変)  

(3) 海面処分場の維持管理手法の高度化 
 a) 先行事例調査 

海面処分場の維持管理，埋め立てられた廃棄物

の早期安定化等を目的として保有水位の管理を導

入した以下の先行事例について実態を整理した． 
①大阪湾フェニックス尼崎沖処分場の早期安定

化対策 
②ひびき灘開発処分場跡地の雨水排水 
この内，大阪湾広域臨海環境整備センターの尼

崎沖管理型処分場は，既に廃棄物の受け入れを終了している．処分場を早期に廃止するために，処分場

全域の保有水位を低下させ，好気的雰囲気の領域を拡大することにより，廃棄物の分解を促進し，早期

安定化を期待するとのシナリオのもとに現地実験を行い，実験結果に基づいて，処分場の周縁部と中央

部に集水暗渠を設置している 

写真-6 鋼管矢板継手遮水性能確認試験 
（工法4, 5, 6）（出典：表-1 注）の文献）  

ひびき灘開発株式会社は北九州市の第三セクタ－で，廃棄物処分及び廃棄物処分による分譲目的の土

地造成を行っている．同社の処分場の廃止手続きが完了した埋立地では，覆土等に透水性の低い土砂を
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使用し，雨水の廃棄物層への浸透を押さえるとともに雨水を道路下に埋設された雨水排水管に集水し海

面へ放流する方式を採用している．これは，フェニックスセンター尼崎沖処分場と同様の設備であるが，

保有水位が上がらないようにコントロールすることを主目的にしている． 
 b) 維持管理手法のあり方 

上記の事例調査等に基づいて周辺環境を汚染するリスクの軽減，廃棄物の早期安定化による効率的な

土地利用の推進等の観点から保有水管理のあり方等について検討した． 
これより，積極的に保有水等を処理し，廃棄物の安定化を早めることにより処分場の廃止までの期間

が短縮可能と考えられることから，保有水等処理施設の能力設定等，保有水等の処理計画は，このよう

な海面処分場の跡地利用を促進するという観点も含め，総合的な判断により行うことが重要である，と

いう新たな考え方の導入が望ましいと考えられる． 
 
5.2.3 施策への反映 

本研究で得られた知見は，国総研が委員として環境省が設置した委員会に参画し，検討した以下の制

度改正に反映された． 
(1) 廃棄物最終処分場跡地形質変更にかかる政省令の制定及び基準策定 

平成 16 年に廃棄物処理法が改正され，廃棄物が地中にある土地（最終処分場跡地等）で形質変更が行

われることにより，生活環境保全上の支障が生じるおそれがある区域を都道府県知事が指定し，指定区

域内での形質変更は施行方法の基準に従い実施することと都道府県知事への届出が義務づけられた．国

総研では同制度の施行に関連する政令，省令の制定及び施行に当たってのガイドラインの策定に参画し，

海面廃棄物処分場設計手法等に関する研究成果がこれらに反映された．同制度は平成 17 年 4 月から施行

された． 
 

(2) 海面最終処分場閉鎖･廃止基準適用マニュアル(案)の策定 
現在，廃棄物の最終処分場の閉鎖・廃止等の基準は，廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づき「一

般廃棄物の最終処分場及び産業廃棄物の最終処分場に係る技術上の基準を定める省令」により規定され

ている．ところが，海面最終処分場における閉鎖・廃止の適用の仕方について，各処分場で異なる考え

方が見受けられることなど，このままでは閉鎖・廃止後に周辺生活環境等への支障の恐れも危惧されて

いる．すなわち各処分場における閉鎖・廃止の適用状況の実態を把握した上で，それらの考え方を示す

必要が出てきた．このため．最終処分場における閉鎖・廃止の考え方を整理し，早期廃止に向けた構造

要件，具体的には，海面最終処分場における維持管理の考え方，閉鎖の考え方，廃止の考え方を早期廃

止の観点からとりまとめたマニュアル案が策定された．現在，本マニュアルの施行について環境省と国

土交通省で調整が進められている． 
また，研究成果は，現在改訂作業が進められている「管理型廃棄物埋立護岸の設計・施工・管理マニ

ュアル（旧運輸省港湾局監修）」の改訂（平成 19 年に発行予定）に反映させる予定である．これにより，

提案した手法を活用した長期的な信頼性評価に基づく管理型廃棄物埋立護岸の計画・設計，維持管理等

が行われると期待される． 
 

5.2.4 今後の課題 

本研究課題において目標とした，①埋立護岸からの保有水の浸出に対する長期安全性評価手法の構築，

②信頼性の高い遮水構造の提案，③維持管理手法（モニタリング，保有水管理）の高度化のうち，①に

ついては，上述のとおり目標を達成できた． 
②に関しては，予算の制約から当所では実施せず，独立行政法人港湾空港技術研究所が民間企業との

共同研究として実施した．③に関しては，当初本プロジェクト研究の枠内で実施し，完了させる予定で，

保有水の水位管理等に基づく海面処分場の維持管理手法の高度化について，平成 16 年度に予備的な検討

を実施した．しかしながら，環境省が施行する予定である上述の「海面最終処分場閉鎖･廃止基準適用マ

ニュアル」との整合，港湾法に基づく「港湾の施設の技術上の基準」に廃棄物埋立護岸を位置付けるべ
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きかどうかの検討との整合を確保する必要があることから維持管理手法の備えるべき要件を整理したに

留まった．平成 18 年度内にガイドライン案をとりまとめることを目指して現在検討を進めている． 
 
成果の公表 
1)足立一美，北澤壮介：管理型廃棄物埋立護岸の浸透・移流分散解析による遮水性能の評価，国土技術政

策総合研究所資料 No.91，2003. 
2)北澤壮介，足立一美，森屋陽一，菱谷智幸，前村庸之：潮位変動を考慮した廃棄物埋立護岸の遮水性能

に関する研究，海洋開発論文集，第 19 巻，2003． 
3)足立一美，管理型廃棄物護岸・遮水工の耐震性能照査手法に関する考察，国土技術政策総合研究所資料 

No.215，2005． 
4)小田勝也：海面廃棄物処分場の信頼性向上，ベース設計資料 No.126，建設工業調査会，2005． 
5)小田勝也：海面処分場跡地利用に当たっての技術開発の現状と課題，廃棄物研究財団だより No.67，（財）

廃棄物研究財団，2006． 
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5.3 海面処分場立地のための社会的受容性の分析 

5.3.1 研究の概要 

海面処分場立地のための社会的受容性を分析するため，平成 14 年から廃棄物処分場の紛争事例につい

て情報収集を行った．研究を進めるなかで，海面処分場に関する紛争事例に大きく問題が顕在化したも

のが見あたらず，存在する資料が極めて希薄であった．このめ，海面処分場のみを対象とする研究を継

続することは適当でないと判断し，海面処分場を直接の研究対象とすることを 1 年間で終了した．海面

処分場を直接の対象として研究することは困難であったが，広く沿岸開発を対象として研究を進めるこ

とにより海面処分場についての社会的受容性を推測する示唆を得ることは可能であると考え，平成 15
年からは対象を沿岸開発に広げ，住民意識の分析によって社会的受容性の理解に接近しようとする研究

を行った． 
 
5.3.2 研究の成果 

(1) 廃棄物処分場の紛争事例 
陸上の廃棄物処分場の特徴を把握するため，陸上廃棄物処分場における紛争情報をインターネットに

より収集し，紛争の場所，廃棄物の種類，施設の規模，紛争の期間，問題物質，問題の程度，問題発生

の機構，廃棄物の量，問題解決のための対策について要点を整理した（表-12）．得られた事例から読み

取ることができる傾向は，「問題は基本的に安定型及び管理型処分場からの有害化学物質の漏洩である．」

ということであった．こうした問題の発生によって原因箇所の特定や対策工事に大きな費用が必要にな

るため，未然防止が重要であること，信頼性を著しく高める対策工法が必要であることが分かった． 
海面処分場については，一般的な処分場としての問題，例えば悪臭の発生やゴミ運搬車の通行による

騒音などの問題や，漁業影響などの埋立の一般的な問題の発生は 2 件ほどあったものの，海面処分場で

あるが故の紛争事例は見つからなかった． 
桜井（2002）は，新聞記事を 1992 年～2002 年まで調べた結果，次のようなことが分かったとしてい

る．建設に反対する内容が掲載されていた施設は 54 施設あり，そのうち新規運用に至った施設は 10 施

設である．1992 年～2002 年までの新規運用施設数 618 件に対し，1.6%の施設でしか反対運動が起こって

いない．また，反対運動が起こった施設のうち 44 施設が停滞や断念となっている．新聞記事に取り上げ

られるような反対運動が起これば，計画が長期化し，新規運用にまで進むのが難しい状況になる場合が

多いことがわかる．処分場建設反対の理由は，土地選定に対する疑問と安全性に対する不安がほとんど

の事例であげられていた．建設に反対する住民運動の内容は，反対運動団体の結成と陳情書の提出が多

い，などというものである．これらの分析は，今回インターネットから収集した事例の整理にも当ては

まる． 
瀬尾・高橋（1989）は廃棄物処理施設建設における紛争のパターンを対立型，条件型，行動型，協調

型に分類している．今回の分析では情報源をインターネットとしたため，条件型はその性格から情報が

掲載さておらず，把握されていない可能性が高い．このため，対立型，行動型，協調型といった分類に

当てはまる場合に，分析を行う際の参考にすることができると考えられる．さらに，瀬尾・古市ら（1993）
は，産業廃棄物処理施設の建設に対する住民の不安や反対の理由を，「何が持ち込まれるか分からない」，

「関係のないゴミを押しつけられる」，「なぜここに」，「ちゃんと処理されるか不安」，「公害発生

や健康影響が心配」，「リスクばかりの施設だ」，「イメージが悪い」，「業者はこわい・うそをつく・

騙すのではないか」，「業者が倒産したらどうなる」というように整理している．こうした整理も，ま

た今後の分析の参考になる． 
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表-12 廃棄物処分場における紛争事例の整理 

滋賀県
栗東市

(旧栗東町)
‐

埋立て後

安
定

産
業

◆面積
不明
◆容量
不明
◆期間
1982～1998年

①硫化水素②ベ
ンゼン，トルエン，
ホウ素，ＣＯＤなど
11種類の有害物
質

①15,200～
22,000ppm
(追加調査を含む)
②記載なし。いずれ
にしても環境基準は
超えている。

◆①ダンボールなどの有機物が土中の微生物に
分解されて雨水にも関係して大量の乳酸や脂肪
酸が生じる。それが、石膏ボードの硫黄源と土中
で硫酸還元菌と反応して硫化水素を発生させる。
②違法廃棄物を大量に埋めていると考えられる。
◆ガスとして地中にたまり大気中に拡散する恐れ
がある。

詳細不明。原因解明のた
めにも立ち入り調査や掘
削をして明らかにする必
要がある。

問題発生後の対策
①覆土。②ガス抜き管の設
置。
③発生原因確認のための立
ち入り調査や搬入物確認，掘
削

①遊離性の酸化鉄を多く含む土壌(火山灰土壌等)
を層状に30～50㎝敷くことによって、雨水の浸入を
抑え、有機物の嫌気化を防止する。②徐々にガス抜
きを行い換気による放散を行う。設置場所、廃棄物
の性状に留意した十分な調査計画が必要である。

福岡県
筑紫野市

‐
埋立て後

安
定

産
業

◆面積
不明
◆容量
不明
◆期間
不明

①硫化水素②ウ
ラン

①15,000ppm　②暫
定基準値0.002 mg/L
として、その2.4倍

◆①②上記と同様(そのとき、層内が30cmにも及
び湿潤状態で嫌気的性状であり、有機物が10％
含まれていた)。③悪臭対策として、注入している
硫酸第一鉄が硫化水素の発生を促進させるもの
となる。
◆上記と同様。

処分場面積が不明であっ
て、高さ30ｍの廃棄物の
層内に原因となる有機物
が10％含まれていた。石
膏ボードの量も不明であ
る。詳細は不明。

問題発生後の対策
上記の①②③④以外に、 ⑤
硫酸第一鉄の注入中止。⑥
石膏ボードの埋め立て中止。

⑤硫化第一鉄は硫化水素の生成を促進させる働き
があるために、注入を中止すべきである。⑥石膏
ボードによる硫黄源をなくすべきである。

愛知県
津島市

‐
埋立て後

管
理

一
般

◆面積
18,500㎡
◆容量
50,800?
◆期間
1996年～8ヶ月
間(終了)

悪臭が発生したが
詳細不明。

不明。 ◆記載なし。受入廃棄物は、不燃ごみ、粗大ご
み、廃プラスチック、焼却残さ(焼却灰、反応灰)と
されそれ以外の物質も考えられる。
◆処分場閉鎖後、遮水シートの再検査を行うた
びに、破損が箇所が増えていった。最高で３４箇
所にもなる。

閉鎖した理由は、遮水
シートの破損であり、やむ
を得ず既存処分場から、
粗大ごみ等の不燃物・廃
プラ・焼却灰など11,800?
を搬入して埋め立てを完
了させ閉鎖にした。

埋め立て中の対策
①遮水工法②水処理機

①遮水シートの素材を合成ゴム(E．P．D．M)とし、厚
みが1.5㎜の2重構造として、2重ライナー真空管理
方式とされている。一袋構造体を300㎡とし、43の袋
構造体ブロックとする。②廃棄物の重みでわき出る
地下水を処理するため、大手紡績会社から水処理
機を設置。集水管で地下水を汲み上げ、１時間当た
り６０? を放流する構造。

横浜市
神明台

‐
埋立て中

管
理

一
般

◆面積
35,000㎡
◆容量
810,000?
◆期間
1973～2007年
(終了予定)

①ダイオキシン②
塩化物イオンとカ
ルシウム

①少量－ダイオキシ
ンが出るこ自体、問
題。②高濃度
詳細不明。

◆焼却施設でプラスチック類による焼却灰からダ
イオキシンが発生する。
◆焼却灰中の塩分が水に溶け出す。遮水シート
の破損により地下の粘土層に浸透し流出する。

焼却灰7.3万トン/年，埋
め立て開始の1973年から
終了予定とされる2007年
までに約660万トン埋立て
られる。東京日の出町の
2倍。

埋め立て中の対策
①遮水シート

・2重の遮水シートの間にベントナイトシート(不織布)
を用いる。こうすることにより、自己修復機能が働き
遮水シート損傷時に浸出水よりベントナイトが膨張し
て損傷箇所を塞ぐことができる。・上部及び下部の
漏水を検知する。遮水シート１㎡あたり１c㎡の損傷
位置を検知することができる。

千葉県
八千代市

‐
埋立て中

管
理

一
般

◆面積
12,700㎡
◆容量
111,500?
◆期間
1995年～現在

①鉛②砒素③トリ
クロロエチレン④
テトラクロロエチレ
ン⑤ダイオキシン
(2002年2月、周縁
観測井24本中)

①0.012～0.019mg/L
②0.015～0.039mg/L
③0.07mg/L
④0.012mg/L
⑤1.4～2.6pg-TEQ/L

◆ごみの不完全燃焼による焼却残さ(焼却灰)。
◆遮水シートの亀裂によって漏水する。

詳細不明。総容量
111,500? の6割まで埋め
立ては進んでいる。(2002
年時、埋め立て廃棄物は
焼却残さの他、不燃物、
粗大ごみ等)

問題発生後の対策
①活性炭噴露装置，ろ過式
集塵器。②安定燃焼，完全燃
焼③脱臭装置(活性炭吸着
塔)④遮水シートの補修，不
織布の設置，地盤沈下対策

①活性炭噴露装置，ろ過式集塵器によるダイオキシ
ン削減を図る。②ごみの定量供給による安定燃焼
や高温(850℃以上)を維持した完全燃焼などによる
ダイオキシン発生の抑制を行う。③活性炭吸着塔
(悪臭ガスを活性炭に吸着させるシステム)などによ
り排ガスを高度処理する。

東京都
日の出町
・谷戸沢
・二ツ塚

‐
埋立て中

管
理

一
般

谷戸沢、二ツ
塚
◆面積
220,000㎡、
184,000㎡
◆容量
3800,000? 、
3700,000?
◆期間
1984～1998
年、1998～16

①ダイオキシン②
TBXP(トリブトキシ
エチルホスフェー
ト)③TCEP(トリク
ロロエチルホス
フェート)か④カドミ
ウム⑤ひ素⑥鉛
及びその他の化
合物⑦水銀及び
その他の化合物

①160ｇ
②③0.02 mg/L
最大なもので
④45.6mg/kg
⑤8.3mg/kg
⑥2200mg/kg
⑦4mg/kg

◆焼却灰、医療廃棄物、不燃物等の違反したご
み等が原因となる。
◆遮水シートが破損する。廃棄物の層が増すご
とにシートの敷き慣らしが難しくなる。そのとき、ご
みの圧力がかかると引っ張られて裂けてしまう。
特に雨水排水升付近のシートとボックスカルバー
トの接合部は裂け易い。

計600トン以上の焼却灰
(2001年4月～)。その他の
詳細は不明。

問題発生後の対策
①遮水シート②混合土③モニ
タリングシステム④電気漏洩
検知システム

①・厚さ1.5㎝以上の熱可塑性ポリウレタンシートは
強度、耐久性に優れる。・シートの接合は自動式熱
風溶着機を使用して完全に接合箇所が一体化して
引張り強度が強い。②ベントナイト混合土は止水性
を高め、浸出水の漏洩を防止する。③漏水位置を早
期検知できる。５０ブロックに分けてに設置。④シー
トは電気を通さないので、破損が生じた場合、シート
上の電極によりに電流が流れる。

山梨県
明野

‐
埋立て前

管
理

両
方

◆面積
86,000㎡
◆容量
520,000?
◆期間
5.5年(予定期
間)

事前評価：ダイオ
キシン

－

事前評価：
◆管理型の処分場であっても違法の廃棄物が持
ち込まれることによって、予定外の有害物質が含
まれることは避けられない。
◆大量の廃棄物を埋立てるために、不等沈下な
どが生じ、遮水シートが破損し、有害物質が外に
漏れる。

－

埋め立て開始前の対策
①遮水工法②焼却灰の処理

①・２重の遮水シート＋電気的j漏水検知システムの
組み合わせとなる。・シートの下にベントナイト等を
敷く。ただし、廃棄物が無害化する前にシートが劣化
し有害物質が外に漏れ出てしまうことは否定しきれ
ない。②搬入されてくる焼却灰を溶融化等して無害
化する。

対策 対策の詳細◆問題物質の発生原因　　◆漏洩の機構問題物質の量・程度 原因廃棄物の量場所 問題物質形式

 

 
限られた範囲の情報ではあるが，こうしたインターネットによる陸上廃棄物処分場の紛争事例と既往

の研究のレビューから導かれる廃棄物処分場の立地を検討する際に留意すべき事項は，①紛争回避努力

の重要性，②処分場の必要性と規模，③処分場の場所，④自区域内処理と広域処理の比較，⑤対象廃棄

物，⑥施設の構造，⑦施設の維持・管理，⑧モニタリング，⑨漏洩防止技術の高度化，⑩漏洩時の緊急

対応，⑪地域還元であると整理することができる（表-13）．この整理は，これだけを留意すれば十分で

あるというものではない．こうした点に留意することで紛争の発生や悪化を軽減できる可能性があると

いうものである．このため，海面処分場の立地を検討する際には，これらの留意事項の他にも地域や事

業の特性を種々分析し，必要な配慮を行うことが必要である． 
 

表-13 廃棄物処分場の立地を検討する際の留意事項 
No 項目 留意事項 
1 紛争回避努力の重要性 マスコミに取り上げられるような反対運動が起これば，計画が長期化し，運用開始に至るのが難しい

状況になることを認識し，そうした事態を回避する努力の重要性を認識する． 
2 処分場の必要性と規模 廃棄物の減量化や再資源化の努力をできるだけ具体的に示し，その上での必要処分量であることを示

す． 
3 処分場の場所 場所選定の考え方，現地の各種データ，代替地との比較などによって，なぜその場所に処分場を建設

する必要があるのかを，できるだけ具体的に示す． 
4 自区域内処理と広域処理の比較 自区域内処理と広域処分の長所短所を比較するなどし，選択した方式がより合理的であることをでき

るだけ具体的に示す． 
5 対象廃棄物 対象廃棄物の種類と選別方法を示し，処分場からの有害物質の漏洩等の不安をできるだけ取り除く．

6 施設の構造 施設の構造や埋立方法を示すなどし，処分場からの有害物質の漏洩等の不安をできるだけ取り除く．

7 施設の維持・管理 護岸や遮水工の健全性確保の方法，場内から排出する水の処理方法，廃棄物の搬入方法を示すなどし

て，処分場からの有害物質の漏洩，悪臭・騒音・振動，交通渋滞等の不安をできるだけ取り除く． 
8 モニタリング 工事期間，埋立期間，埋立後のモニタリングの方法と結果を開示するなどして，危険が大きくなる前

に検知する努力をしていることを示す． 
9 漏洩防止技術の高度化 処分場からの有害物質の漏洩が，人々の最も関心の高い事柄である．このため，処分場からの有害物

質の漏洩防止の信頼性を大きく高める技術開発に取り組む． 
10 漏洩時の緊急対応 有害物質の漏洩等が発見された場合の緊急対応のルール，体制などを示し，処分場からの有害物質の

漏洩等の不安をできるだけ取り除く．また，緊急時の汚染拡大防止や汚染処理技術の高度化に取り組

む． 
11 地域還元 埋立完了後の処分場の利用方法を示すなどして，地域の負担緩和の努力を示す． 
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(2) 沿岸開発に関する住民の意識 
海面処分場についての社会的受容性を分析する際の参考とするため，有明海の環境問題を事例として

沿岸開発と環境保護についての住民意識を調査し，分析した． 
 
 a) 調査の対象者と調査票の送付 

アンケート調査の対象者は，熊本県熊本市，本渡市，菊池市の住民とし，住宅地図から無作為に各市

800 名を抽出し，全体で 2,400 名を抽出した．調査票は 2005 年 8 月に発送し，回収した． 
 
 b) 有明海の環境対策に対する認識 
(ｱ) 対策の方向 

有明海の環境の現状を考えたとき，各環境項目に対して，「今より悪化させない」，「もっと良くす

る」，「現状の対応でよい」，「対応を少し減らす」のいずれの取組が必要か，回答者の考えを質問し

た．そして，質問の際には，どの対策にも必ず何らかのコストがかかることを考慮するように付記した．

この質問に対する回答は，図-25 のとおりである． 
「もっと良くする」とした割合が最も多いのは「海岸でのゴミや利用のマナー」で，回答割合は 74%

である．次に多いのは，「魚介類」と「水質・底質」の 62%である．その次に多いのは，「藻場」の 44%，

「砂浜」の 41%，「干潟」の 39%，「公園や緑地」の 46%，「海や海辺の景観」の 38%である． 
「もっと良くする」と「今より悪化させない」をあわせ，「何らかの対応が必要」と考えている割合

が多いのは「水質・底質」，「海岸での利用やゴミのマナー」，「魚介類」で 90%強あり，1 位グルー

プを形成している．2 位グループは「干潟」，「藻場」，「砂浜」で 80%弱である． 
 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100
その他

公園や緑地

歴史的文化的資源

海や海辺の景観

ゴミや利用のマナー

水質・底質

魚介類

岩場

砂浜

藻場

干潟

（凡例）■必要である　□できれば取り組む
／よく調べて必要なときは取り組む　×わからない

回答割合(%)

 

図-25 各環境項目に対する対応の必要度 
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(ｲ) 対策の重要な順位 
各環境項目に対する対策の取り組み方を調べただけでは，各環境項目間の相対的な対策の重要度が分

からない．そのため，対策をとることが重要であると考える環境項目を 1 位から 6 位まで質問した．そ

の結果を Logit モデルを使って各変数の重み係数を求めたものが図-26 である．1 位グループは，(ｱ)の

結果とは異なり，「水質・底質」，「魚介類」，「干潟」である． 
「海や海辺の景観」で若干の地域差があるが，それ以外は地域間で違いがほとんどない．それは，対策

間の相対的な重要度が地域ごとにあまり違いがないことを意味している． 
 

w1 w2 w3 w4 w5 w6 w7 w8 w9 w10
0

1

2

3

4

5

6

全体 熊本 本渡 菊池
 

（凡例）縦軸は重み係数の値，横軸は環境項目である．環境項目は，w1：「干潟」，w2：「藻場」，w3：「砂浜」，w4：「岩

場」，w5：「魚介類」，w6：「水質・底質」，w7：「海岸でのゴミや利用のマナー」，w8：「海や海辺の景観」，w9：
「歴史的文化的資源」，w10：「公園や緑地」である． 

図-26 対策の重み係数 
 

(ｳ) 有明海の環境に関心を持つ理由 
有明海の環境に関心を持つ最も大きな理由を質問した．その結果は図-27 のとおりである．回答割合

が大きいのは，「子供たちや後世の人々のために汚れのない自然を残さなければならない」の 39%，「む

だな開発による環境破壊を止めたい」の 23%，「水産資源の減少を防がなければならない」の 10%，「汚

れた環境は人間の健康を害するおそれがある」の 8%の順である． 
有明海の環境に関心を持つ理由を地域で分けてみると，「子供たちや後世の人々のために汚れのない

自然を残さなければならない」では熊本が少し小さく，「むだな開発による環境破壊を止めたい」では

本渡が小さい．「水産資源の減少を防がなければならない」では本渡が大きく，「汚れた環境は人間の

健康を害するおそれがある」では菊池が小さい． 
 

 1 2 3 4 5 6 7 8 9 NA0

10

20

30

40

50

60
凡例：■全体，□熊本，○本渡，△菊池

対策

地域別

選
択

率
(
%
)

 
（凡例）1：汚れのない環境は人生を快適にする，2：汚れた環境は人間の健康を害するおそれがある，3：子供たちや後世の人々

のために汚れのない自然を残さなければならない，4：あらゆる生命を大切にしなければならない，5：水産資源の減少

を防がなければならない，6：むだな開発による環境破壊を止めたい，7：その他，8：よく分からないが，何となく心配

だ，9：関心がない 

図-27 有明海の環境に関心を持つ理由 
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(ｴ) 費用の負担 

有明海の環境問題について周辺地域の人々や企業がどれだけ費用を負担すべきかを質問した．結果は

図-28 のとおりである．「ほとんどを地域で負担すべきだが地域だけではどうしようもない」とした割

合が 45%で最も多い．それに対して，無力感を含んでいない「ほとんどを地域で負担すべき」を選択し

た割合は 3%しかない．2 番目に多いのは「ほとんどを全国で均等に負担すべき」で 22%，3 番目に多い

のは「有明海周辺地域と他地域が同等に負担すべき」で 17%であり，両者をあわせた何らかの割合で国

の負担を求める回答の割合は 39%である．「ほとんどを地域で負担すべきだが地域だけではどうしよう

もない」では熊本が小さく，「有明海周辺地域と他地域が同等に負担すべき」では菊池が小さい． 
 

 1 2 3 4 5 NA0

10

20

30

40

50

60

70
凡例：■全体，□熊本，○本渡，△菊池

対策

選
択

率
(
%
)

 
（凡例）1：ほとんどを地域で負担すべき，2：ほとんどを地域で負担すべきだが地域だけではどうしようもない，3：有明海周

辺地域と他地域が同等に負担すべき，4：ほとんどを全国で均等に負担すべき，5：その他 

図-28 有明海の環境問題に対する費用負担 
 
5.3.2 施策への反映 

海面処分場立地のための社会的受容性を分析するため，インターネット情報検索や文献の整理により，

廃棄物処分場の紛争事例について情報収集を行い，廃棄物処分場立地の際の紛争の特徴を把握し，廃棄

物処分場の立地を検討する際の留意事項を整理した．また，沿岸開発と環境保護についての住民意識分

析を有明海の環境問題を対象に行い，周辺地域の人々が持っている有明海の環境問題に対する認識の特

徴を把握した． 
ここで整理した海面処分量の立地を検討する際の留意点は，これだけを留意すれば十分であるという

ものではない．こうした点に留意することで紛争の発生や悪化を軽減できる可能性があるという性格の

ものである．このため，海面処分場の立地を検討する際には，これらの留意事項の他に地域や事業の特

性を種々分析し，必要な配慮を行うことが必要である．このようなものではあるが，ここで整理した留

意事項を海面処分場の立地を検討する際の参考とし，丁寧に各種の配慮を行うことにより，紛争発生の

リスクを低減することができると考える． 
マスコミ報道では特徴的な出来事が報道されるが，そこから地域の人々が沿岸開発や環境保護に対し

てどのような認識を持っているかを推量することができない．有明海の環境問題のような広域的な問題

に取り組んでいくためには，科学的知見の他に地域の人々がどのような思いを持っているかを知ること

が必要である．この研究によって，地域の人々が有明海の環境に対してどのような認識を持っているか

について一定の知見を提供することができたと考える．また，こうした知見は，他の地域での沿岸開発

を考える際にも有益な示唆を与え，紛争発生を低減させ，より良い公共事業を行っていくことにもつな

がる有用なものである． 
 
5.3.3 今後の課題 

海面処分場の紛争は，建設事例が陸上に比べて著しく少ないこともあり，事例や情報が不足していた

ため，直接に分析を行うことができなかった．このため，海面処分場についての紛争が発生した場合に

はそれについての情報を蓄積し，分析につなげていく環境の整備に努めることが必要である． 
沿岸開発と環境保護についての住民意識調査は，回答率が低く，結果の信頼性が十分とは言えない．

このため，今後は，もっと偏りの少ない，回答率の高いアンケートを行い，人々の意識をより正確に把
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握していくように努めることが必要である． 
今回行った研究方法以外にも種々の研究方法がある．そうした様々な手法をうまく動員して，社会の

状態や動きをより正確に把握することに努めることも，分析の信頼性や有効性を高めていくために必要

である． 
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